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1．はじめに
　会計実務において、近年、「財管一致」「財管融合」「制管一致」の進展の必要性が多く指摘
されている。言い換えれば、「制管差を極力小さくすること」が必要であることが指摘されて
いるのである。
　しかし、周知のように、財務会計と管理会計ではその役割が異なっている。役割が異なれば、
算定される利益が異なってもおかしくないのであるが、「財管一致」は両者の利益の一致を指
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向するものである1。このように、財務会計と管理会計の役割分担を壊しかねないものである
以上、実際の会計実務において、「財管一致」が必要と認識されているのか、必要とされてい
るのであれば実際に企業は進めることができているのか、必要性の認識や進捗について企業間
で差異があるのであれば、その差異をもたらす原因は何なのか、必要と判断している企業はど
のようなメリットを感じているのか等を明らかにすることが望まれる。そこで、本稿では、「財
管一致」に関するアンケート調査によって実態調査を行った結果を報告する。
　以下、第 2 章で先行研究と調査の目的を示し、第 3 章でアンケート調査の概要、第 4 章で回
収されたアンケートの回答内容の分析結果を述べる。最後に、第 5 章で本稿のまとめを行う。
2．先行研究と調査の目的
2.1　先行研究
　「財管一致」は、異なる役割を担う財務会計と管理会計の利益を（概ね）一致させることを
指向するのであるから、財務会計と管理会計の関係や役割に変化をもたらす可能性2があり、
会計実務上の問題と捉えずに学術的にも研究対象とする必要があると思われる。
　しかし、「財管一致」に関する会計実務上の動向を把握した先行研究が非常に少ない。ただし、
まったく先行研究がないわけではなく、関連する先行研究として、「管理会計・原価計算のデー
タベース化への調査研究 2011-2012」について述べた川野 （2014） が挙げられる。この調査研
究は、わが国上場企業を対象に管理会計・原価計算に関して行われた詳細な調査であり、業績
管理指標や予算等についての幅広いアンケート調査の結果が示されている。
　そしてその中では『財務会計と管理会計の利益は一致するか、あるいは近似値になる』とい
う回答や『財務会計の数字を細分化して、管理会計の数字としている』『管理会計の数字を積
み上げ（集計）し、財務会計の数字としている』という回答などから、「財管一致」に関する
コメントを行っている。すなわち、『83.2％の企業が、財務会計と管理会計の利益が一致ある
いは近似値となるいわゆる「財管一致」（財務会計と管理会計の一致）あるいは「制管一致」（制
度会計と管理会計の一致）と言われる会計制度を採用していた』と指摘しているのである3。
 
2.2　調査の目的
　本調査の目的の一つは、会計実務における「財管一致」の必要性の認識や進捗を明らかにす
ることである。
目的 1  企業が「財管一致」の必要性を感じているかどうか、必要と感じている場合、
実際に進めているのかについて、実態を把握すること。
1 「財管一致」について明確な定義があるわけではないが、財務会計情報における利益と管理会計情報における利益
が（概ね）一致していることを指していることが多いように思われる。ただし、本調査の一部で「財管一致」の
内容についての質問を含めたところ、回答社数は少なかったが、「財管一致」を必要と考えている社数に比べてき
わめて少数の企業のみが財務会計情報と管理会計情報における利益の一致（あるいは概ね一致）と回答していた。
このことから、会計実務上は利益の一致（または概ね一致）というよりも、両者の調整が正確に行えることを意
図している可能性が高いと考えられる。
2 実際に、2016 年の日本管理会計学会年次全国大会における特別講演においても、実務家から財務会計と管理会計
の関係の変化についてコメントが行われている。
3 本段落の『』内は川野 （2014） p.60 からの引用である。
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これについては、川野 （2014） でも検討対象とされているが、個別ベースと連結ベースでの比
較はなされていない。また、回答企業の平均連結売上高が 5,173 億円とされているとともに回
答企業の半数以上は連結売上高が 1,000 億円以上であることから、比較的規模が大きい企業か
らの回答が中心であることがわかる4。子会社数や子会社の重要性は企業グループによって異
なっていることからすると、管理会計実務は個別ベースが中心の企業グループもあれば、連結
ベースでの管理会計（管理連結）を推進している企業グループも存在する。このため、個別ベー
スと連結ベースで「財管一致」の必要性や進捗に相違がある可能性が考えられる。また、企業
規模は管理会計の複雑さに影響するため、同様に「財管一致」の必要性や進捗に影響を与える
と考えられる。
　そこで、先行研究を踏まえた上で追加的知見を得るため、
　（視点 1）　個別ベースと連結ベースで相違はあるのか
　（視点 2）　規模による相違はあるのか
という視点を加える。さらに、管理会計情報の作成の仕方は、「財管一致」の必要性や進捗に
大きな影響をもたらすはずである。たとえば、財務会計情報に部分的な加工を行って管理会計
情報を作成している場合5、「財管一致」は容易に推進できるが、財務会計情報とはまったく別
の情報を収集・集計して管理会計情報を作成している場合には、「財管一致」の難易度が格段
に上がるはずである。そこで、先の視点に加え、
　（視点 3）　管理会計情報の作成の仕方の影響はあるのか
という視点も含めることとする。
　さらに、本調査では、「財管一致」のメリット・デメリットを実際の経理担当者がどのよう
に考えているのかを明らかにすることも目的としている。
目的 2  企業が「財管一致」のメリット・デメリットをどう認識しているかについて、
実態を把握すること
1. でも述べたように、財務会計情報と管理会計情報はその役割が異なっており、両者の利益が
異なっていても何らおかしくはない。にもかかわらず「財管一致」を進めるということは、そ
こに何らかの会計実務上のメリットがあるはずである。そのメリットを把握することによって、
管理会計情報の位置づけの変化であったり、あるいは、管理会計情報の作成にあたっての制約
条件が見つかる可能性がある。そこで、本調査では「財管一致」のメリットについての質問も
行った。
　その一方で、「財管一致」の推進によって管理会計情報が開示されるようなことがあれば、
それをデメリットと考える可能性もある。むろん、企業内部で「財管一致」を推進しても、開
示事項は会計制度によって規定されるものであるから管理会計情報が開示されることにはなら
ないとも考えられる。しかし、現行制度上、セグメントごとの利益等の開示情報は、一般に公
正妥当と認められる会計基準に準拠するのではなく、企業グループにおいて経営者が経営上の
意思決定等を行うために用いているものを採用することとされている（「セグメント情報等の
開示に関する会計基準」（以下、「セグメント会計基準」とする。）第 23 項、第 24 項、第 83 項）。
つまり、管理会計情報が開示対象に組み込まれているのである。さらに、各セグメントの数値
4 川野 （2014） p.57-p.58 に回答企業の規模に関する詳細な資料が示されている。
5 典型的には、財務会計システムへの伝票入力にあたって部門等の補助コードを入力することによって財務会計シ
ステムから部門別の損益データを把握し、管理会計情報として用いている場合が挙げられる。
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の合計と連結財務諸表上の数値との間の差異調整に関する事項も開示対象である（「セグメン
ト会計基準」第 25 項）6。つまり、管理会計情報と財務会計情報の差異調整も開示対象になっ
ているのである7。そして、このような測定・開示については、制度改正の時点で懸念が示さ
れていた8。
　このように、差異調整に関する事項の開示が要求されたり、開示に関する懸念が示されると
いうことは、管理会計情報が財務会計情報とは異なることの証左であるともいえる。そうする
と、「財管一致」を推進することは、従来は必要と判断して別個の情報を作成していたにも関
わらずそれを統合することになり、デメリットがあると考えるかもしれない。また、「財管一致」
のために投資が必要であるなら、それもデメリットになりうる。そこで、メリットとあわせて
デメリットについての質問も行った。
3．アンケート調査の概要
　今回行ったアンケート調査は、2014 年末から 2015 年はじめにかけて行ったものであるが、
対象としたのは 2014 年 8 月末において東京証券取引所に株式を上場している企業である。東
京証券取引所によれば、当時の上場企業数は次の表 1 のように示されている。川野 （2014） に
おいては第一部、第二部の企業が対象とされているが、本調査ではより小規模の企業を含め規
模の影響を把握するために JASDAQ 等も含めている。
　
表 1　アンケート調査の対象企業数
市場 第一部 第二部 マザーズ JASDAQ PRO 合計
企業数 1,825 551 189 858 8 3,431
　実施したアンケート調査では、合計で 335 社（東証一部 138 社、二部 56 社、マザーズ 20 社、
JASDAQ78 社、PRO 3 社）からの回答を得た。アンケートは、RIET を含めて対象とした上
場企業すべてに送付したが、RIET などからは回答が得にくいことを考えると、実質的な回答
率は 1 割程度であった（単純計算では 9.76％）。
6 わが国では、「セグメント会計基準」が 2008 年に公表され、マネジメント・アプローチが採用されている（「セグ
メント会計基準」第 45 項）。マネジメント・アプローチのもとでは、セグメントの区分は事業の種類や所在地の
ように指定されているわけではなく、経営者が経営上の意思決定等を行う単位に基づくとともに、セグメントご
との会計情報には本文で述べたように管理会計情報が組み込まれている。
7 各セグメントの数値の測定方法として一般に公正妥当と認められる会計基準とは異なる測定方法を用いれば、各
セグメントの利益等の数値と連結財務諸表上の数値との間に差異が生じる可能性があるが、これについては、報
告セグメントの利益、資産、負債の合計額と連結損益計算書の利益計上額、連結貸借対照表の資産計上額、負債
計上額との間の差異調整に関する事項を開示することが求められている。
8 具体的には、次のような懸念が示されている（「セグメント会計基準」第 52 項）。
（1） 細分化されたセグメント情報の開示を求められる企業は、そうでない競争相手に対して、事業活動上、不利
になる可能性がある。
（2） 特定の顧客向け、もしくは特定の製品又はサービスに関するセグメント情報の開示を求められる企業は、顧
客との価格交渉等を行う上で、不利になる可能性がある。
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表 2　回答企業の市場と売上規模の分布
100
未満
100
-300
300
-500
500
-1,000
1,000
-3,000
3,000
-5,000
5,000
-10,000
10,000
以上 不明 合計
第一部 4 26 16 29 36 13 5 5 4 138
第二部 14 27 5 2 4 0 0 0 4 56
マザーズ 18 1 1 0 0 0 0 0 0 20
JASDAQ 35 20 13 3 3 0 0 0 4 78
PRO 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3
不明 1 4 2 5 2 0 1 0 25 40
合計 75 78 37 39 45 13 6 5 37 335
（縦軸は市場、横軸は直近決算における売上高（単位：億円）、各欄の数値は社数）
　また、回答企業の市場および売上規模の分布は表 2 のようにまとめられる。回答企業が 335
社であるが、このうち直近決算における売上高が 300 億円未満の企業が 153 社（100 億円未満
が 75 社、100 億円以上 300 億円未満が 78 社）であるため、本調査では売上高が 300 億円未満
の企業をもって「小規模企業」として全体との比較を行う。
　なお、回答企業の市場と業種の分布は表 3 のようにまとめられる。次章で述べる分析に関し、
業種による大きな差異はなかったことから、業種ごとのデータは付していないが、回答企業の
3 割〜 4 割は製造業である。なお、ここで用いている業種は、東京証券取引所が採用している
10 の大分類である。
表 3　回答企業の市場と業種の分布
運輸
情報
通信
金融
保険 建設
サー
ビス 商 製造
電気
ガス 不動産 不明 合計
第一部 9 11 11 11 27 53 1 3 12 138
第二部 0 2 5 4 8 32 0 1 4 56
マザーズ 3 2 1 5 4 4 0 0 1 20
JASDAQ 8 0 4 13 20 25 0 3 5 78
PRO 0 1 1 0 1 0 0 0 0 3
不明 1 0 1 3 2 9 1 0 23 40
合計 21 16 23 36 62 123 2 7 45 335
（縦軸は市場、横軸は業種、各欄の数値は社数）
4．アンケート調査の結果
4.1　「財管一致」への取り組み（個別と連結の比較）
　まず、
目的 1  企業が「財管一致」の必要性を感じているかどうか、必要と感じている場合、
実際に進めているのかについて、実態を把握すること。
を念頭におき、「財管一致」への取り組みに関する調査結果をまとめる。ただしここでは、
　（視点 1）　個別ベースと連結ベースで相違はあるのか
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という点もあわせて分析する。アンケートでは、「財管一致」について、進める必要の有無お
よび必要があると認識している場合には既に十分進めたのか今後進める必要があるのかについ
て問うている。結果は表 4 のようにまとめられる。
　表 4 の社数を比率に直すと、個別ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は 26.2％（84 社）、
「Ⅱ必要あり」との認識は 73.8％（237 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は 43.3％（139 社）
（「Ⅱ必要あり」の中では 58％）である。また、連結ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認
識は 29.2％（77 社）、「Ⅱ必要あり」との認識は 70.8％（187 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との
認識は 34.5％（91 社）（「Ⅱ必要あり」の中では 48％）であった。
表 4　「財管一致」への取り組み（全体）
連結ベース
個別ベース
Ⅰ Ⅱ
回答なし進める
必要なし （1）十分進めた
（2）今後
進める予定
Ⅰ 進める必要なし 62 社 1 社 1 社 20 社
Ⅱ
（1）十分進めた 10 社 88 社 14 社 27 社
（2）今後進める予定 4 社 2 社 81 社 11 社
回答なし 1 社 0 社 0 社 13 社
（注）連結ベースで「回答なし」が多い原因は、連結子会社がない企業からの回答があるためである。
　このように、個別ベースでも連結ベースでも、「Ⅰ進める必要なし」と認識している企業数
は約 3 割で、「Ⅱ必要あり」と認識している企業は約 7 割である。このような結果は、「必要あ
り」との認識を示した企業が 8 割強であった川野 （2014） と比べ、「必要あり」との認識して
いる企業の割合が低いことを示している。これは、アンケート回答企業の規模が影響している
可能性がある（これについては、本章第 2 節および第 3 節でさらに検討を加える）。
　また、個別ベースよりも連結ベースの方が、「Ⅱ（1）十分進めた」という認識の企業の割合
が低くなっている。さらに、少数ではあるが、個別ベースでは十分進めているものの、連結ベー
スでは今後進めるという企業が 14 社あり、親会社での作業が優先されている場合があること
も把握できる。ただし、個別ベース・連結ベースともに今後進める予定の企業について、どち
らを優先するのかまでは把握できていない。
　さらに、個別ベースでは「財管一致」を必要としながらも、連結ベースでは不要と考えてい
る企業も 14 社（10 社と 4 社）存在している。むろん、その企業の連結子会社管理がどのよう
なものであるかまでは今回のアンケート調査からは把握できないが、連結ベースで「財管一致」
を進めるには困難が伴う場合や必要性が少ないと感じている場合があることが推測される。
4.2　「財管一致」への取り組み（小規模企業との比較）
　次に、
　（視点 2）　規模による相違はあるのか
という点を重視して小規模企業と全体とを、（視点 1）の内容を含めるために、個別ベース・
連結ベースごとに比較する。
　直近決算における売上高が 300 億円未満の企業を小規模企業とし、「財管一致」への取り組
みに関する小規模企業の回答をまとめると、表 5 のようになる。
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表 5　「財管一致」への取り組み（小規模企業）
連結ベース
個別ベース
Ⅰ Ⅱ
回答なし
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める予定
Ⅰ 進める必要なし 29 社 0 社 1 社 13 社
Ⅱ
（1）十分進めた 3 社 34 社 6 社 18 社
（2）今後進める予定 3 社 1 社 32 社 8 社
回答なし 1 社 0 社 0 社 4 社
　表 5 の社数を比率に直すと、個別ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は 29.1％（43 社）、
「Ⅱ必要あり」との認識は 70.9％（105 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は 41.2％（61 社）（「Ⅱ
必要あり」の中では 58.1％）である。また、連結ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は
32.7％（36 社）、「Ⅱ必要あり」との認識は 67.3％（74 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は
31.8％（35 社）（「Ⅱ必要あり」の中では 47.3％）であった。これらの結果を全体と比較するため、
個別ベース、連結ベースのそれぞれについて全体と小規模企業を比較する形式でまとめると表
6 と表 7 のようになる。なお、表 6 および表 7 において、「十分進めた（対合計）」「十分進めた（対
Ⅱ）」は、それぞれ「財管一致」を十分進めたと認識している企業が、回答企業全体に占める
割合と「財管一致を進める必要あり」と認識している企業に占める割合を示している。
表 6　「財管一致」への取り組み（全体と小規模企業の比較、個別）
合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 321 84 237 139 139
小規模（社数） 148 43 105  61  61
全体（割合） 100.0 26.2 73.8 43.3 58.6
小規模（割合） 100.0 29.1 70.9 41.2 58.1
（各欄の数値は社数または％）
表 7　「財管一致」への取り組み（全体と小規模企業の比較、連結）
合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 264 77 187 91 91
小規模（社数） 110 36  74 35 35
全体（割合） 100.0 29.2 70.8 34.5 48.7
小規模（割合） 100.0 32.7 67.3 31.8 47.3
（各欄の数値は社数または％）
　まず、個別ベースで検討すると、「Ⅰ進める必要なし」との認識の企業の 51.2％（43/84）は
小規模企業（合計の社数では小規模企業の割合は 46.1％（148/321）のみ）であり、必要性に
関する認識は低いことがわかる。しかし、小規模企業の方が「Ⅱ必要あり」と考える割合はや
や低いのであるが、「Ⅱ必要あり」と考えている場合に十分進めている企業の割合に差異はない。
すなわち、必要性に関する認識に差異はあっても、必要ありと考えている場合の進捗について
は差異がないことがわかる。
　次に、連結ベースで検討すると、「Ⅰ進める必要なし」と考える企業の 46.8％（36/77）は小
231603_多摩大研究紀要_No.21_本文-4校.indb   7 2017/01/24   19:06:10
－ 7 －
多摩大学研究紀要「経営情報研究」No.21  2017
表 5　「財管一致」への取り組み（小規模企業）
連結ベース
個別ベース
Ⅰ Ⅱ
回答なし
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める予定
Ⅰ 進める必要なし 29 社 0 社 1 社 13 社
Ⅱ
（1）十分進めた 3 社 34 社 6 社 18 社
（2）今後進める予定 3 社 1 社 32 社 8 社
回答なし 1 社 0 社 0 社 4 社
　表 5 の社数を比率に直すと、個別ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は 29.1％（43 社）、
「Ⅱ必要あり」との認識は 70.9％（105 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は 41.2％（61 社）（「Ⅱ
必要あり」の中では 58.1％）である。また、連結ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は
32.7％（36 社）、「Ⅱ必要あり」との認識は 67.3％（74 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は
31.8％（35 社）（「Ⅱ必要あり」の中では 47.3％）であった。これらの結果を全体と比較するため、
個別ベース、連結ベースのそれぞれについて全体と小規模企業を比較する形式でまとめると表
6 と表 7 のようになる。なお、表 6 および表 7 において、「十分進めた（対合計）」「十分進めた（対
Ⅱ）」は、それぞれ「財管一致」を十分進めたと認識している企業が、回答企業全体に占める
割合と「財管一致を進める必要あり」と認識している企業に占める割合を示している。
表 6　「財管一致」への取り組み（全体と小規模企業の比較、個別）
合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 321 84 237 139 139
小規模（社数） 148 43 105  61  61
全体（割合） 100.0 26.2 73.8 43.3 58.6
小規模（割合） 100.0 29.1 70.9 41.2 58.1
（各欄の数値は社数または％）
表 7　「財管一致」への取り組み（全体と小規模企業の比較、連結）
合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 264 77 187 91 91
小規模（社数） 110 36  74 35 35
全体（割合） 100.0 29.2 70.8 34.5 48.7
小規模（割合） 100.0 32.7 67.3 31.8 47.3
（各欄の数値は社数または％）
　まず、個別ベースで検討すると、「Ⅰ進める必要なし」との認識の企業の 51.2％（43/84）は
小規模企業（合計の社数では小規模企業の割合は 46.1％（148/321）のみ）であり、必要性に
関する認識は低いことがわかる。しかし、小規模企業の方が「Ⅱ必要あり」と考える割合はや
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規模企業（合計の社数では小規模企業の割合は 41.7％（110/264）のみ）であり、個別ベース
と同様に連結ベースでも小規模企業の方が「Ⅰ進める必要なし」と考える割合が高いことがわ
かる。また、小規模企業の方が「Ⅱ必要あり」と考える割合はやや低いが、「Ⅱ必要あり」と
考えている場合に十分進めている企業の割合に差異はない。
　このように、個別ベースと連結ベースとで比較してみると、全体でみても小規模企業だけで
みても、個別ベースよりも連結ベースの方が「Ⅰ進める必要なし」と考えている割合が高いと
いえる。また、全体でも小規模企業のみでも、個別ベースよりも連結ベースの方が「Ⅱ（1）
十分進めた」企業の割合が約 10％も低い。これは、前節でも述べたように、「財管一致」を進
めるにあたり個別ベースを優先している可能性や、連結上の「財管一致」には困難を感じてい
る可能性があることを示している。
　以上、小規模企業については「財管一致」に関する必要性の認識が低いことがわかったが、
単純に規模が小さいために必要ないと考えているのかは未だ不明確である。すなわち、規模と
「財管一致」の必要性に関する認識は関連性が高いように見えるのであるが、規模が小さいこ
とが「財管一致」の必要性の認識を下げる理由が分かっているわけではなく、見かけ上関連性
が高いように見えているだけである可能性もある。そこで、次節においては 1 つの可能性とし
て、管理会計情報の作成の仕方に着目する。「財管一致」は、既に述べたように財務会計情報
における利益と管理会計情報における利益の一致（または概ねの一致）を指すが、これらをまっ
たく別に作成している可能性は低く、効率性を追求してある程度は相互利用しているはずであ
る。そして、管理会計情報の作成の仕方によっては、「財管一致」の必要性が低下する可能性や、
逆に「財管一致」を追求することが非常に困難となる可能性も考えられる。そこで、次節では
管理会計情報をどのように作成しているかを把握することによって、「財管一致」の必要性に
関する認識が規模によって相違する理由についてさらに検討する。
4.3　管理会計情報の作成の仕方との関係
　本節では、
　（視点 3）　管理会計情報の作成の仕方の影響はあるのか
という点を取り上げる。ただし、「財管一致」との関係を議論する前に、そもそも企業が管理
会計情報をどのように作成しているのかを把握する必要があるため、本節の内容を 2 つに分け、
（a） 企業の管理会計情報の作成の仕方に関する調査、（b）「財管一致」への取り組みと（a）の関
係のそれぞれについて述べる。
　ここで、（a） の検討にあたっては、念のため現在の状況だけでなく将来の予定についても回
答して頂いた。これは、近い将来に大きな変化を予定している企業が多数存在するのであれば、
「財管一致」との関係性を検討する際に考慮する必要があると考えたからである。
　まず、個別ベースで管理会計情報をどのように作成しているかに関する回答をまとめたもの
が表 8 である。また、小規模企業に限定して回答をまとめたものが表 9 である。なお、表 8 〜
表 17 において、横軸の（ⅰ）〜（ⅳ）は次の意味で用いている。
（ⅰ） 管理会計情報は、ほぼすべてを財務会計情報から作成している。
（ⅱ） 管理会計情報は、主に財務会計情報から作成しているが部分的に管理会計用に情
報収集して作成している。
（ⅲ） 管理会計情報は、部分的に財務会計情報から作成しているが多くを管理会計用に
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情報収集して作成している。
（ⅳ） 管理会計情報は、ほぼすべてを管理会計用に情報収集して作成している。
表 8　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（個別、全体）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
合計
（不明 3 社除く）
割合
（ⅰ） 111 1  9 121  36.6
（ⅱ） 149 11 18 178  53.8
（ⅲ） 24 5 1 30 9.1
（ⅳ） 3 0 0 3 0.9
合計 287 17 28 332 100.0
（各欄の数値は社数または％）
表 9　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（個別、小規模企業のみ）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
合計 割合
（ⅰ）  62 1  7  70  45.8
（ⅱ）  59 5  6  70  45.8
（ⅲ）  10 3  0  13   8.5
（ⅳ）   0 0  0   0   0.0
合計 131 9 13 153 100.0
（各欄の数値は社数または％）
　表 8 および表 9 から、個別ベースの管理会計情報は、基本的には財務会計情報に基づいて作
成されていることがわかる。ただし、表 8 と表 9 を比較することにより、小規模企業の方が財
務会計情報への依存度が高い（「ほぼすべてを財務会計情報から作成」している企業の割合が
明らかに高い）ことも把握することができる。なお、今後の予定については、「今後も同様」
がほとんどであった。
　次に、連結ベースで管理会計情報をどのように作成しているかに関する回答をまとめたもの
が表 10 である。また、小規模企業に限定して回答をまとめたものが表 11 である。
表 10　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（連結、全体）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
不明 合計 割合
（ⅰ） 123 1 14 1 139  50.9
（ⅱ） 100 6  8 0 114  41.8
（ⅲ）  15 2  0 0  17   6.2
（ⅳ）   3 0  0 0   3   1.1
合計 241 9 22 1 273 100.0
（各欄の数値は社数または％）
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情報収集して作成している。
（ⅳ） 管理会計情報は、ほぼすべてを管理会計用に情報収集して作成している。
表 8　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（個別、全体）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
合計
（不明 3 社除く）
割合
（ⅰ） 111 1  9 121  36.6
（ⅱ） 149 11 18 178  53.8
（ⅲ） 24 5 1 30 9.1
（ⅳ） 3 0 0 3 0.9
合計 287 17 28 332 100.0
（各欄の数値は社数または％）
表 9　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（個別、小規模企業のみ）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
合計 割合
（ⅰ）  62 1  7  70  45.8
（ⅱ）  59 5  6  70  45.8
（ⅲ）  10 3  0  13   8.5
（ⅳ）   0 0  0   0   0.0
合計 131 9 13 153 100.0
（各欄の数値は社数または％）
　表 8 および表 9 から、個別ベースの管理会計情報は、基本的には財務会計情報に基づいて作
成されていることがわかる。ただし、表 8 と表 9 を比較することにより、小規模企業の方が財
務会計情報への依存度が高い（「ほぼすべてを財務会計情報から作成」している企業の割合が
明らかに高い）ことも把握することができる。なお、今後の予定については、「今後も同様」
がほとんどであった。
　次に、連結ベースで管理会計情報をどのように作成しているかに関する回答をまとめたもの
が表 10 である。また、小規模企業に限定して回答をまとめたものが表 11 である。
表 10　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（連結、全体）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
不明 合計 割合
（ⅰ） 123 1 14 1 139  50.9
（ⅱ） 100 6  8 0 114  41.8
（ⅲ）  15 2  0 0  17   6.2
（ⅳ）   3 0  0 0   3   1.1
合計 241 9 22 1 273 100.0
（各欄の数値は社数または％）
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表 11　管理会計情報の作成の仕方の現状と今後の予定（連結、小規模企業のみ）
今後の予定
管理会計情報
今後も同様 財務会計情報への依存度を高める
管理会計用に収集
した情報への依存
度を高める
不明 合計 割合
（ⅰ） 59 0  6 1  66  57.9
（ⅱ） 35 3  4 0  42  36.8
（ⅲ）  5 1  0 0   6   5.3
（ⅳ）  0 0  0 0   0   0.0
合計 99 4 10 1 153 100.0
（各欄の数値は社数または％）
　表 10 および表 11 から、連結ベースでも基本的に個別ベースと同様であり、管理会計情報は、
基本的には財務会計情報に基づいて作成されていることがわかる。小規模企業の方が財務会計
情報への依存度が高いことも、個別ベースと同様である。
　なお、個別ベースと連結ベースとを比較してみると、全体でも小規模企業でも、個別ベース
よりも連結ベースの方が、財務会計情報への依存度が高いことがわかる。「財管一致」の進捗
度に関する回答から推測されることと同様、連結ベースの方が管理会計情報の作成の難易度が
高い可能性が考えられる（ただし、連結ベースでは各子会社で月次決算を行った試算表レベル
の管理で十分と考えている可能性も考えられる）。
　以上が「（a） 企業の管理会計情報の作成の仕方に関する調査」であるが、将来の予定につい
ては個別ベースでも連結ベースでも「今後も同様」との回答が多いため、以下、「（b）「財管一致」
への取り組みと（a）の関係」の検討にあたっては、今後の予定については無視しうると考え、
現状との関係について検討する。
　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方との関係について、個別ベースでの
回答をまとめると表 12 のようになる。また、小規模企業に限定して回答をまとめたものが表
13 である。さらに、表 14 は、表 12 および表 13 をもとに、いくつかの項目について社数では
なく比率に直したものをまとめたものである。なお、表 12 および表 13 において、社数の下に
記載した割合は縦計に対する割合であり、社数の右に記載した割合は横計に対する割合である。
表 12　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方（個別、全体）
財管一致
管理
会計情報
Ⅰ Ⅱ
合計
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
36 社 28.3％ 61 社 48.0％ 20 社 15.7％  81 社 63.8％
127 社
42.9％ 43.9％ 20.4％ 34.2％
（ⅱ）
41 社 23.7％ 68 社 39.3％ 64 社 37.0％ 132 社 76.3％
173 社
48.8％ 48.9％ 65.3％ 55.7％
（ⅲ）
 5 社 17.9％   9 社 32.1％ 14 社 50.0％  23 社 82.1％
 28 社
 6.0％  6.5％ 14.3％  9.7％
（ⅳ）
 2 社 66.7％   1 社 33.3％  0 社  0.0％   1 社 33.3％
  3 社
 2.4％  0.7％  0.0％  0.4％
合計 84 社 139 社 98 社 237 社 321 社
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表 13　｢財管一致｣ への取り組みと管理会計情報の作成の仕方（個別、小規模企業のみ）
財管一致
管理
会計情報
Ⅰ Ⅱ
合計
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
21 社 30.9％ 35 社 51.5％ 12 社 17.6％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 57.4％ 27.3％ 47.8％
（ⅱ）
21 社 30.9％ 21 社 30.9％ 26 社 38.2％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 34.4％ 59.1％ 47.8％
（ⅲ）
 1 社  8.3％   5 社 41.7％  6 社 50.0％ 11 社 91.7％
 12 社
 2.3％  8.2％ 13.6％ 10.5％
（ⅳ）
 0 社  0.0％   0 社  0.0％  0 社  0.0％  0 社  0.0％
  0 社
 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％
合計 43 社 61 社 44 社 237 社 148 社
表 14　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（個別）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 63.8％ 69.1％ 75.3％ 74.5％
（ⅱ） 76.3％ 69.1％ 51.5％ 44.7％
（ⅲ） 82.1％ 91.7％ 39.1％ 45.5％
（注）（ⅳ）については社数が著しく少ないため除外している。
　表 14 より、財務会計情報への依存度の低下に応じ、「Ⅱ小計／合計」の割合が上昇する傾向
と「Ⅱ（1）／Ⅱ小計」の割合は低下する傾向が読み取れる（ただし小規模企業には完全には
あてはまらない）。このことは、財務会計情報への依存度が低下すればするほど、「財管一致」
の必要性を強く認識するようになることを示していると同時に、そのような認識の一方で、「財
管一致」を十分には進められていないことも示している。管理会計情報を財務会計情報とは異
なる情報源から作成するが故に、正確性等の確認のためにも「財管一致」を必要と感じるもの
の、情報源が異なるが故に逆に調整作業も困難となり、「財管一致」を十分に進めることがで
きていないものと推測される。
　また、連結ベースでのデータを確認した上で再検討するが、小規模企業の割合が全体の割合
に比べて著しく低いわけではない。表 14 を見る限り、管理会計情報の作成の仕方と「財管一致」
との関係性で見ると、規模は無関係に見えるのである。
231603_多摩大研究紀要_No.21_本文-4校.indb   11 2017/01/24   19:06:11
－ 11 －
多摩大学研究紀要「経営情報研究」No.21  2017
表 13　｢財管一致｣ への取り組みと管理会計情報の作成の仕方（個別、小規模企業のみ）
財管一致
管理
会計情報
Ⅰ Ⅱ
合計
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
21 社 30.9％ 35 社 51.5％ 12 社 17.6％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 57.4％ 27.3％ 47.8％
（ⅱ）
21 社 30.9％ 21 社 30.9％ 26 社 38.2％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 34.4％ 59.1％ 47.8％
（ⅲ）
 1 社  8.3％   5 社 41.7％  6 社 50.0％ 11 社 91.7％
 12 社
 2.3％  8.2％ 13.6％ 10.5％
（ⅳ）
 0 社  0.0％   0 社  0.0％  0 社  0.0％  0 社  0.0％
  0 社
 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％
合計 43 社 61 社 44 社 237 社 148 社
表 14　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（個別）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 63.8％ 69.1％ 75.3％ 74.5％
（ⅱ） 76.3％ 69.1％ 51.5％ 44.7％
（ⅲ） 82.1％ 91.7％ 39.1％ 45.5％
（注）（ⅳ）については社数が著しく少ないため除外している。
　表 14 より、財務会計情報への依存度の低下に応じ、「Ⅱ小計／合計」の割合が上昇する傾向
と「Ⅱ（1）／Ⅱ小計」の割合は低下する傾向が読み取れる（ただし小規模企業には完全には
あてはまらない）。このことは、財務会計情報への依存度が低下すればするほど、「財管一致」
の必要性を強く認識するようになることを示していると同時に、そのような認識の一方で、「財
管一致」を十分には進められていないことも示している。管理会計情報を財務会計情報とは異
なる情報源から作成するが故に、正確性等の確認のためにも「財管一致」を必要と感じるもの
の、情報源が異なるが故に逆に調整作業も困難となり、「財管一致」を十分に進めることがで
きていないものと推測される。
　また、連結ベースでのデータを確認した上で再検討するが、小規模企業の割合が全体の割合
に比べて著しく低いわけではない。表 14 を見る限り、管理会計情報の作成の仕方と「財管一致」
との関係性で見ると、規模は無関係に見えるのである。
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表 15　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方（連結、全体）
財管一致
管理
会計情報
Ⅰ Ⅱ
合計
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
49 社 38.0％ 45 社 34.9％ 35 社 27.1％ 80 社 62.0％
129 社
64.5％ 49.5％ 37.2％ 43.2％
（ⅱ）
23 社 20.4％ 40 社 35.4％ 50 社 44.2％ 90 社 79.6％
113 社
30.3％ 44.0％ 53.2％ 48.6％
（ⅲ）
 3 社 18.8％   5 社 31.3％  8 社 50.0％ 13 社 81.3％
 16 社
 3.9％  5.5％  8.5％  7.0％
（ⅳ）
 1 社 33.3％   0 社  0.0％  2 社 66.7％  2 社 66.7％
  3 社
 1.3％  0.0％  2.1％  1.1％
合計 76 社 91 社 94 社 185 社 261 社
表 16　｢財管一致｣ への取り組みと管理会計情報の作成の仕方（連結、小規模企業のみ）
財管一致
管理
会計情報
Ⅰ Ⅱ
合計
進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
24 社 38.7％ 20 社 32.3％ 18 社 29.0％ 38 社 61.3％
 62 社
66.7％ 57.1％ 46.2％ 51.4％
（ⅱ）
10 社 23.8％ 12 社 28.6％ 20 社 47.6％ 32 社 76.2％
 42 社
27.8％ 34.3％ 51.3％ 43.2％
（ⅲ）
 2 社 33.3％   3 社 50.0％  1 社 16.7％  4 社 66.7％
  6 社
 5.6％  8.6％  2.6％  5.4％
（ⅳ）
 0 社  0.0％   0 社  0.0％  0 社  0.0％  0 社  0.0％
  0 社
 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％
合計 36 社 35 社 39 社 74 社 110 社
表 17　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（連結）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 62.0％ 61.3％ 56.3％ 52.6％
（ⅱ） 79.6％ 76.2％ 44.4％ 37.5％
（ⅲ） 81.3％ 38.5％
（注）（ⅲ）の小規模企業および（ⅳ）については社数が著しく少ないため除外している。
　次に、連結ベースでも同様の内容を確認する。「財管一致」への取り組みと管理会計情報の
作成の仕方との関係について、連結ベースでの回答をまとめると表 15 のようになる。また、
小規模企業に限定して回答をまとめたものが表 16 である。さらに、表 17 は、表 15 および表
16 をもとに、いくつかの項目について社数ではなく比率に直したものをまとめたものである。
なお、表 15 および表 16 において、社数の下に記載した割合は縦計に対する割合であり、社数
の右に記載した割合は横計に対する割合である。
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　これらの連結ベースの表は、基本的に個別ベースと同じ傾向を示している。ただし、個別ベー
スに比べて連結ベースの方が、管理会計情報の作成の仕方として財務会計情報への依存度が高
くとも「Ⅱ（1）／Ⅱ小計」の割合が低い一方で、財務会計情報への依存度が下がっても「Ⅱ（1）
／Ⅱ小計」の割合の低下幅が小さいことがわかる。このことは、連結ベースの方が、「財管一致」
の必要性があると考えている場合に、たとえ管理会計情報の作成を財務会計情報に大きく依存
していたとしても、「財管一致」を十分に進められている企業が少ない一方で、たとえ管理会
計情報の作成を財務会計情報にあまり依存していなくとも、「財管一致」を十分に進めること
ができている企業は個別ベースと同程度存在することを示している。管理会計情報を財務会計
情報に大きく依存していても、やはり連結ベースでの「財管一致」には何らかの困難が伴うた
めに十分に進めることができていない企業が多く存在する一方で、一部の企業では管理会計情
報を非常に重要視して財務会計情報とは別の独自の情報源から作成するとともに個別ベースで
も連結ベースでも既に「財管一致」を十分に進めているのであろう。
　ここで、個別ベースでのデータを検討した際にも述べたが、連結ベースにおいても、小規模
企業の割合が全体の割合に比べて著しく低いわけではない。表 14 でも表 17 でも、管理会計情
報の作成の仕方と「財管一致」との関係性で見ると、規模は無関係に見えるのである。
　しかし、4.1 および 4.2 における検討により、
　□ 小規模企業の方が「財管一致」を「進める必要なし」との認識が多い。
　□ 小規模企業の方が財務会計情報への依存度が高い。
という 2 点がわかっている。表 14 と表 17 に表れる規模は無関係に見える点とこれらとの関係
を整理する必要がある。この点については、「小規模だと財管一致は必要なしと考えているこ
とが多い」というよりも、「小規模だと管理会計情報の作成にあたって財務会計情報への依存
度が高い。そして、財務会計情報への依存度が高いと財管一致は必要なしと考えていることが
多い」ということと考えられる。単純に小規模企業が「財管一致」を不要と考えているという
よりも、管理会計情報の作成にあたって財務会計情報に依存する部分が多いからこそ、「財管
一致」を必要なしと考えているのであろう。なお、ここでの検討では、小規模企業について、
管理会計情報の財務会計情報への依存度が高い理由までは特定できない。
 
4.4　「財管一致」のメリット・デメリット
　最後に、
目的 2  企業は「財管一致」のメリット・デメリットをどう認識しているかについて、
実態を把握すること
という目的のため、「財管一致」のメリット・デメリットに関する回答をまとめると、表 18 の
ようになる。
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　これらの連結ベースの表は、基本的に個別ベースと同じ傾向を示している。ただし、個別ベー
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という 2 点がわかっている。表 14 と表 17 に表れる規模は無関係に見える点とこれらとの関係
を整理する必要がある。この点については、「小規模だと財管一致は必要なしと考えているこ
とが多い」というよりも、「小規模だと管理会計情報の作成にあたって財務会計情報への依存
度が高い。そして、財務会計情報への依存度が高いと財管一致は必要なしと考えていることが
多い」ということと考えられる。単純に小規模企業が「財管一致」を不要と考えているという
よりも、管理会計情報の作成にあたって財務会計情報に依存する部分が多いからこそ、「財管
一致」を必要なしと考えているのであろう。なお、ここでの検討では、小規模企業について、
管理会計情報の財務会計情報への依存度が高い理由までは特定できない。
 
4.4　「財管一致」のメリット・デメリット
　最後に、
目的 2  企業は「財管一致」のメリット・デメリットをどう認識しているかについて、
実態を把握すること
という目的のため、「財管一致」のメリット・デメリットに関する回答をまとめると、表 18 の
ようになる。
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表 18　「財管一致」のメリット・デメリット
全　　体 個別ベ スーで「財管一致を進める必要なし」と回答した企業
連結ベ スーで「財管一致を進める
必要なし」と回答した企業
（A） 147 社 11 社 13 社
（B） 113 社 10 社  8 社
（C）  68 社  8 社  5 社
（D） 117 社 12 社  9 社
（E）  13 社  0 社  0 社
（F）  32 社  8 社  7 社
（※） 66（63）社 15（14）社 11（10）社
（注）各欄の数値は社数である。また、（※）の行の（　）の中の数値は、（F）を回答していない企業数である。
なお、表 18 において、横軸の（A）〜（F）および（※）は次の意味で用いている。
（A） 少数のデータベース（ソフトウェア）から財務会計・管理会計情報を入手すること
ができ正確性や整合性の確認がしやすく有用である。
（B） 財務会計情報と管理会計情報の調整は、開示上の要否にかかわらず、正確性や整合
性の確認のために有用である。
（C） 少数のデータベース（ソフトウェア）になれば入力作業が効率化される。
（D） 財務会計情報に管理会計情報が組み込まれていけば、実質的に作成作業が減少する
ため効率的である。
（E） 財務会計情報に管理会計情報が組み込まれていけば、上場企業の内部管理情報が開
示対象となるため、競合企業に管理会計情報を知られることになり不利になる。
（F） データベース（ソフトウェア）を現状から変更しなければならず、投資に見合うメリッ
トがあるか疑問である。
（※） 現在の方法に満足しておりデータベース（ソフトウェア）の変更は不要である。
　（A）〜（D）がメリットとしての選択肢であり、（E）と（F）がデメリットとしての選択肢で
ある9。なお、アンケートの回答者として経理担当者を想定しているが（F）については情報シス
テム部門等が関連するために回答し難い可能性が考えられるため、敢えて（※）の選択肢を追加
した。（※）は、ソフトウェアの変更を不要とするものであるが、会計実務上、ソフトウェアの
変更は業務フローの変更をもたらし、経理担当部門に大きな負担となることが多いためである。
　表 18 のとおり、「財管一致」のメリットとしては、正確性・整合性の確認が多く、また、作
業の効率化も挙げられていた。一方で、（E）や（F）といったデメリットの回答は少なかった。（E）
は「セグメント会計基準」で指摘されていたマネジメント・アプローチの採用に関する懸念で
あるが、今回のアンケート結果ではそのような懸念は示されなかったと言って良い件数でしか
ない。今後、管理会計情報が積極的に開示情報に含まれていく可能性は、会計実務上、想定さ
9 （E）は少々わかりにくくなってしまったが、財務会計情報と管理会計情報の融合が進むことによって、「セグメン
ト会計基準」で指摘されていた懸念点が生じると考えられているのかどうかを調査したものである。すなわち、「財
管一致」が社会的に進展することによって、開示情報に管理会計情報が含まれやすくなる可能性を想定したもの
である。なお、デメリットとして「管理会計情報を財務会計情報に近づけることになれば、管理会計情報が歪ん
でしまう」という選択肢を入れるべきであったかもしれないが、今回は含めていない。次回同様のアンケート調
査を行う際には追加する予定である。
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れていないのであろう。また、（F）についてはある程度デメリットとしての認識があるようだ
が、メリットのように多数の回答があったわけではない。ただし既に述べた（※）の件数は（F）
との重複分（複数回答可であるため）を除いても比較的多く、財務管理会計情報と管理会計情
報の元になるシステム統合を目指しつつも、作業方法が変わることへの懸念がある可能性が考
えられる。特に、「財管一致」を不要と考える企業のみを抽出すると、（回答数自体も少ないが）
（※）の回答が多いことがわかる。「財管一致」を不要とする場合、システム投資が追加的に発
生するわけではないために（F）についての検討が社内で行われていない可能性もあるため、（F）
の件数が多くないことは想定していたのであるが、（F）もある程度の回答があり、かつ、（※）の
回答はさらに多かった。やはり、経理担当部門からすれば、単にシステム投資の採算性の問題
だけでなく、業務への影響を考慮している可能性もあり、さらなる調査が必要と思われる。
5．おわりに
　本稿では、必要性が指摘されている「財管一致」に関し、現場の経理担当部門の方々にご協
力をいただいてアンケート調査を行った結果をまとめたものである。
　2.2 で述べたように、本調査の目的は「財管一致」の必要性とその進捗の実態を把握するこ
と（ 目的 1 ）と、「財管一致」のメリット・デメリットがどう考えられているのかの実態を
把握すること（ 目的 2 ）であった。
　このうち、 目的 1 の「財管一致」の必要性については、個別ベースでも連結ベースでも、
70％超の企業が「必要あり」との認識であった。この数値は、先行研究の数値よりもやや低い
ものの、全体的には必要性を認識していると言って良いと思われる。ただし、本調査では先行
研究と異なり、（視点 1）個別ベースと連結ベースでの相違の有無、（視点 2）規模による相違
の有無、（視点 3）管理会計情報の作成の仕方の影響という 3 つの視点を追加している。（視点 1）
については、必要性の認識については大きな相違はないが、その進捗状況については、すでに
「財管一致」を十分進めた割合が連結ベースの方が 10％程度低く、連結ベースの方が進捗が遅
いことがわかった。次に、（視点 2）については、「財管一致」を不要と考える企業の多くは小
規模企業であることがわかったが、（視点 3）とあわせて考えることにより、単に規模の影響
と言い切れないことが判明した。すなわち、単に規模が小さいことが「財管一致」を不要と考
えることに結びついているのではなく、管理会計情報の作成にあたって財務会計情報への依存
度が高いことが、「財管一致」を不要と考えていることにつながっていると考えられるのである。
なお、このほかに、管理会計情報の作成にあたり財務会計情報への依存度が低下するほど「財
管一致」の必要性を認識しているが、「財管一致」の進み具合は低下することもわかった。
　次に、 目的 2 については、「財管一致」のメリットは正確性・整合性の確認や作業の効率
化、デメリットはシステム投資に対する懸念や推測ではあるが作業方法の変更への懸念である
可能性も考えられた。
　以上、本稿ではアンケート調査の結果をまとめているが、やはり各社の管理会計情報の作成
方法や内容の影響を受けてしまうという問題点がある。これらに関しインタビュー等で把握し
た上で対象を細分化するなどの工夫をしていくことが今後の課題である。
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れていないのであろう。また、（F）についてはある程度デメリットとしての認識があるようだ
が、メリットのように多数の回答があったわけではない。ただし既に述べた（※）の件数は（F）
との重複分（複数回答可であるため）を除いても比較的多く、財務管理会計情報と管理会計情
報の元になるシステム統合を目指しつつも、作業方法が変わることへの懸念がある可能性が考
えられる。特に、「財管一致」を不要と考える企業のみを抽出すると、（回答数自体も少ないが）
（※）の回答が多いことがわかる。「財管一致」を不要とする場合、システム投資が追加的に発
生するわけではないために（F）についての検討が社内で行われていない可能性もあるため、（F）
の件数が多くないことは想定していたのであるが、（F）もある程度の回答があり、かつ、（※）の
回答はさらに多かった。やはり、経理担当部門からすれば、単にシステム投資の採算性の問題
だけでなく、業務への影響を考慮している可能性もあり、さらなる調査が必要と思われる。
5．おわりに
　本稿では、必要性が指摘されている「財管一致」に関し、現場の経理担当部門の方々にご協
力をいただいてアンケート調査を行った結果をまとめたものである。
　2.2 で述べたように、本調査の目的は「財管一致」の必要性とその進捗の実態を把握するこ
と（ 目的 1 ）と、「財管一致」のメリット・デメリットがどう考えられているのかの実態を
把握すること（ 目的 2 ）であった。
　このうち、 目的 1 の「財管一致」の必要性については、個別ベースでも連結ベースでも、
70％超の企業が「必要あり」との認識であった。この数値は、先行研究の数値よりもやや低い
ものの、全体的には必要性を認識していると言って良いと思われる。ただし、本調査では先行
研究と異なり、（視点 1）個別ベースと連結ベースでの相違の有無、（視点 2）規模による相違
の有無、（視点 3）管理会計情報の作成の仕方の影響という 3 つの視点を追加している。（視点 1）
については、必要性の認識については大きな相違はないが、その進捗状況については、すでに
「財管一致」を十分進めた割合が連結ベースの方が 10％程度低く、連結ベースの方が進捗が遅
いことがわかった。次に、（視点 2）については、「財管一致」を不要と考える企業の多くは小
規模企業であることがわかったが、（視点 3）とあわせて考えることにより、単に規模の影響
と言い切れないことが判明した。すなわち、単に規模が小さいことが「財管一致」を不要と考
えることに結びついているのではなく、管理会計情報の作成にあたって財務会計情報への依存
度が高いことが、「財管一致」を不要と考えていることにつながっていると考えられるのである。
なお、このほかに、管理会計情報の作成にあたり財務会計情報への依存度が低下するほど「財
管一致」の必要性を認識しているが、「財管一致」の進み具合は低下することもわかった。
　次に、 目的 2 については、「財管一致」のメリットは正確性・整合性の確認や作業の効率
化、デメリットはシステム投資に対する懸念や推測ではあるが作業方法の変更への懸念である
可能性も考えられた。
　以上、本稿ではアンケート調査の結果をまとめているが、やはり各社の管理会計情報の作成
方法や内容の影響を受けてしまうという問題点がある。これらに関しインタビュー等で把握し
た上で対象を細分化するなどの工夫をしていくことが今後の課題である。
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